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備における設置条件
Requirements for High Voltage Substation Equipment

lnstalkdlnside Bui】dings

受変電設備は用途に応じ安全かつ鼓も経済性の高い,システム,形態とする必要

があり,特にビル用受変電設備は,居住性をもった建築物の一一部に設置されること,

設置スぺ【スに制約があることなどから,特に留意すべき点が多い｡

ビル用′受変電設備全般については,昭和52年刊本誌第59巻9月引二既述したので,

この論文ではビル用受変電設備機器の騒音,振動,耐震などの問題点について検討

例を幕だ介しながら解説する｡

n 緒 言

近年,ビルの大形化,高層化や空調設備の普及,デパート

での照度増大,事務所やビルでのコンピュータの導入など,

負荷密度の増大により消費電力は急増し,ビル用受変電設備

も大容量,高電圧化してきている｡

電気設備の事i牧はビルの機能を停+Lさせ,停電が広範囲,

長時間に及べばビル内の人々を手品乱にド托∃れることになる｡し

たがって,電気設備には高信輪作,安全性が要求され地霞に

対しても十分な耐宗強度が要求されている｡

一方,居住性向上の面から′受変電設備から発する騒音,振

動の対策も要求され,′受変電設備とそれを収納する建築物を

含め解決しなければならない問題が多くなってきた｡

更に,省力化,小形化などの要求も高くなっており,最近

では小形で保守･点検工数を節i成できるSF6ガス絶縁式′受変

電設備1)が主流となっていることは,前稿(本誌第59一巻9月号)

でも述べた｡
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以下,ビル用受変電設備機器の騒音,振動,耐震などの問

題点について述べる｡

田 ビル内電気室の騒音

スポットネットワーク配電方式などのビル用特別高圧J受変

電設備では,比較的芥品の大きい′受電用変圧器があり,その

変圧器から発生する騒音が問題となる場†ナがある｡

一般に馬削-1i二の伝搬には,同体†云搬詐と平ち‾t伝搬一打が考えJJ

れるが,前石については,変圧器ベースとJ未面とのl‖=二肪批

ゴムなどを挿人することにより,そのイム搬径路を遮断する方

法をとっている｡後前の†よ搬詐は,特にビル内のう=娃;七案では

狭い令削或での騒市発生となるため,反射音による吉J主上舛が

大きく､そのために三三内騒音が大きくなって作業環塙を悪化

させ,更には,境界卜での騒斉を満足できない場でナもあり,

建屋配苗･構造,電乞も室内機貸さ絹己置などの計画f那坪で十分な
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図l 変圧器騒音の周波数分析 60Hz,柑MVA変圧器を対象とLた周波数分析の例を示すもので,120Hz.240Hz及び360Hzの成分で書庄レベルは増大し

ている｡
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変圧器本体騒音レベル
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図2 騒音計算フローチャート 騒音計算の手順を示すものて,要素

別騒吾値を算出L,境界上の騒吾値を満足するまで行なう｡

検討を行なう必要がある｡

2.1変圧器騒音周波数分析

変圧器本体の馬蚤普は,鉄心の磁気ひずみ振動が主要因であ

るため励磁電圧周波数の2倍の周波数を基本波とし,その整

数倍の高調波から成っている｡

変圧器(60Hz,10MVA)騒音,周波数分析の例を図1に示す｡

2.2 騒音計算

2.2.1計算フローチャート

騒音計算手順フローチャ【トを図2に示す｡計算で特に注

意を要する点は,壇尿壁材質の被‾かキミ及び血密度をできるだ

け正確に把握することである｡騒斉仕様他を超えるような場

介でも,騒音のどの▲要素を変更すればよいかを確実に見似め

ることが,計算上重要なポイントになってくる｡以‾F,具イ本

的な計算式をフローチャーートに従って説明するr､

2.2.2 電気室内音庄上昇計算

変圧器と電乞(宗建屋壁間の空間では,壁面での吉の反射の

ため音圧が上昇する｡この古庄上昇は,一般に次の(1)式で計

算され,建畝勺の平均吉信上昇を与える｡

変圧器表面の吸音呼は通瑞零とするが,吸音材を取I)付け

る場合には,使用した暇どi二村のl吸古率を用いる｡つ

月払=1010g(ト㌶ニオ)(dB)…=‥･･･‥(1)
ここに 月Uエと:古圧上昇(dB)

22

S:音の反射面積(m2)

反:平均吸音率

2.2.3 電気室壁の透過]農夫

電気萎壁に入射する平面波は,垂直に入射するものとラン

ダムなものとの2桔類あるが,実際にはランダムに入射する

ときの計算式次の(2)式が使われている｡

rエー=18log(′z･･m),44(dB)‥‥‥‥‥‥…‥･………(2)

ここに rエゴ:乱入射波に対する透過損失(dB)

m:電気室壁表面密度(kg/m2)

この計算式では,同体振動仁王達及び漏吾がないものとして

与えられているが,実際の電気室ではこのような条件を満足

できないため.補正係数りをrエぎに乗じている｡りの値は,コ

ンクリ一卜建屋では0.7程度を採川する｡

2.2.4 距離王威衰による壬員失

距離減衰の計算式としては,次の(3)式による方法が一般に

紹介されているが,(3)式はd≧方､領有の条件を伴うため電気

1ミ建屋のように人半がd<∬Jオ百となる条件の場介には適用

できない｡

d別=d月S-4･4-2010g孟(dB)･(3)
d月d:ノIElt三三建騒から鳩界線までの距離d(m)

離れた一年の騒芹値(dB)

〟月5:′r盲気三三建屋外の騒音値(dB)

A:境界点から見た音i原の帖(m)

〃:語源の高さ(m)

〟:1.7～2.O

Lたがって,そのような条什の場合でも計算ができるよう

に改良Lた次の(4)∫℃が適用される｡

d別=〟月S-4･卜2010g岩--〔dB(A)〕
ただL,dl ∠重要

1.66

例えばd=0の楊fナ,(3)式では∞となるが,

･(4)

(4)式でほd月5

(電1ilミ壇J室外の騒音)伯となり,オ盾はなくなる｡

境界線と音源の1莫J係を図3に示す｡

2.3 多重反射を考慮した騒音計算2)

1屯乞も三内に収納された変圧器の平j勺斉圧_l二昇は2.2.2項で

述べたが,実際の電乞ミ萎では配電盤などの騒音反射物が多数
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図3 建物と境界線の関係 音源幅は,境界上から見たA幅を採用し,

境界上までの岸巨離はdにとる｡
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図4 多重反射の取扱い 書源に対し反射物がある場合の取扱いを示す

もので,反射回数に対するイメージ吉原を作成することにより,騒音の反射吾

を評イ西する｡

あるため,これらの宗ラ響により屯乞tli内青圧上昇は,二､ド均斉

圧_L刃-と異なった他になる｡このような反射王物の影響を評価

する方i去を図4にホす｡

このように,高次のイメrジ音源を仮想することにより多

毛反射一汗を計算できるプログラムが既に開発され,騒音の詳

床 面

% 言.ご鷲完(変位速度に比例)

図6 強制壬辰動の等価系 変圧器からの振動は,防娠ゴムを通Lて床面

に伝達される｡二のときの伝達度を検出するための振動系を示す一っ

紳計算に利川されている｡この方法で計算した騒イ'1二他の例を

図5にホす｡向岡から,電ち(1‾三内騒音が反射物により大きく

変化Lている様‾j'一が分かる｡

同 電気室内での振動伝達

電乞i壬三内の振動発生源は,変圧器が主体となる｡ビル内で

は,変圧器の川休†云搬fうこは,床面を伝わり他の1三内で拡散‾亡二i二

になる叶能作があるため, 一般に麿圧･器の共催部と味融には

l;〟振ゴムを仲人し,外部への拭動伝達を防+卜している〔)二の

振動仁三通力は,系のl.-ilイ‾r地主勅数を把推することにより決)上す

るこ とができる｡

3.11自由度振動系の振動伝達

変幅器と仙批ゴムの等価系(図6参照)ほ､ばね定数ん,紙

抗cよをもつ1自rtJ度粒軌系で模才疑され,系の州有振動数及び

振垂わイ∠ミ速度を計許することができる｡すなわち,

機器の振動変位を∬とすれば,運動万札与式として次式のよ

うに,
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図5 建物内琶毒舌分布図例 変圧器騒書は多重反射により苦圧上昇L,室内等量書は複雑な分布を呈Lている(計算条件は,反射回教了回,イメージ音源

380個)｡
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〟立＋c立十丘∫=j㌔sinα′～……‥･･
･…‥･･…‥‥‥･(5)

なる微分方柑式が成立する｡(5)式は,一ほ引生力＋減衰力＋ばね

力＋強制力=0の関係にあり,強制艦動ベクトル図を作成す

れば,図7に示す関係となる｡

3.2 床面に加わる力の伝達度

図7のベクトル凶から機器の振動プJF｡と休耐二伝達される

力Flの関係から床向への仁ミ適度罠は,次の(6)式で与えられる｡

Fl√二田田F｡

〔ト(孟汀＋(≡)2は)2
イ6)

図8は,むをパラメータとして去に対するf云速度を計辟(lJo

ggJF8
〆

方

払/

J

＼↓

J＼＼､
Jf､】＼

J

Cむノズ/

〃仙2方

図7 強制振動ベクトル図

のベクトル和で示される｡
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lでは効果が大となる｡
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r

仁≧､･･2を境とLて防振効果が期待される〇特にZfく
(上ハ1

かは,

したもので,二の図から去=乃を囁にLて振動伝達度は変化する｡)

j榊対策としては,防鮒を孟>斤の範凶に設乱,旦一隻〔り()

(ゴムの一般的数値とLては,0,05～0.3)の小さいものを使

用すれば【捌態効果を大きく期待できるが,地表面に設置され

る射引幾箸別二村しては,地震などの安全性を考えると一般に

3～6程度に設定される｡ビルなどでは,建屋の岩き

常により地震の振動数範閃が地表面振動数範囲よりも低いほ

うに偏肘る傾向にあると考えられるため,かは,地表面
よりも幾分大きく設定できる｡そのため,l;〟振効米も叶大す

る｡二の傾向は,ビルが高層になればなるほど大きくなる｡

Il㌧1有周波数∫0は3.1項の(5)式から,

嘉=仙㌔と置くことより′0=去招(Hz)という式を柑る｡
二二で,ばね定数丘,機器質量加=二l;ガ搬ゴムの定数を考膚す

れば,′0=
1

オ妄
丘5.γⅣ.ダ

Ⅳ
(Hz)‥･…‥……･(7)となる｡

次に振動伝達度の計算例を示す｡

計算条件は下記のとおりである｡

(1)加齢原振動数100(Hz)

(2)変圧器重量:Ⅳ=9,000(kg)

(3)ばね定数:丘5=14,000(kg/cm)

(4)動的倍率:γ=1.6

(5)防振ゴム個数:Ⅳ=4

(6)減衰定数:旦亡=0.2
(上ノ0

変圧一器から床面への振動伝達は,

.ん
′

元
Fl

1

オ妄■
100

14,000×1.6×4×980

9,000

6前記の(6)式,(7)式から

=16(Hz)

＋0,22×62 1.56

Fo
～′`′〔1-62〕2＋0.22×62

35
=0.044

したがって,床面への振動伝達度は4.4%柑空となる｡

ロ ビル内設置可幾器の耐震強度

4.1 地震波

地下で発生した地震は,震火付近のものと地表面に現われ

るものとでは全く異なったものとなり,後者のほうが大きく

増幅されている｡これはまた地盤の硬軟によっても変わF),

地表面では複雑な振動を呈する｡また地震波には,ある地盤

に対し特定の周期で特に大きく振動する卓越周期(同有周期)

が存在し,地表層の厚さに比例して振動周期が長くなる｡一

般に国｢勺では,この振動数は地表面で0.5～10Hz程度と推定

されている｡このため,機器の耐震設計に当たっては,この

中越間期と共振をさせないようにすると同時に,十分な耐震

強度を確保することが重要になる｡図9に各地盤での地震動

の発生ひん度と振動数の関係を示す｡

4.2 寸幾器の耐震解析

機器の耐震解析法としては静的法と動的法があるが,ビル

内に設置される変電機器に対しては,次の(1ト(3)の理由によ

り地震加速度が構造物のすべてに均等に加わることを前提と

した静的法が-一般的である｡

(1)建物内での地震波の応答スペクトルは,0.2秒以下(固有

振動数5Hz以上)では,小さくなる｡

(2)機器の固有振動数は一般に10Hz以上であー),建物内での

地震の振動数範囲は10Hzよりも低いほうに偏在する傾向にあ

り,機器との共振の可能性が小さい｡

(3)機器構成の主な部材は鋼材であるため､最大応答値での
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〃･∬力 lγ≦上p＋月lγ ･(9)
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埋立軌砂丘地(沖積層,層厚い｡)
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5.0 2.5 1,7 1.25 1.0 0.8 0フ2 0,67

振動数(Hz)

図9 各地盤の常時微動の振動特性とひん度 岩盤付近では,地震

動の振動数は5Hz以上であるが,地表付近では一般にl～4Hz程度の発生ひ

ん度が大半を占めている｡

破壊はなく,繰返し荷重による痛労破壊が主体となる｡建物

の立地条件によって,設置される機器と共振する可能性があ

る場合には,コンピュータによる動的解析,若しくは振動試

験により耐■震強度を確認してし-る｡

4.3 建物内機器の静的加速度

静的加速度には,水平加速度と垂直加速度の両方が考えら

れるが,この両者には波形の相違及び襲来時間のずれがある

ことから,これらを分離して検討することが行なわれている｡

一般に,地震波の垂直加速度の建物での増幅率はごく′トさい

ものと考えられ,水平加速度だけを用いる解析方法がとられ

ている｡このことから,建物内に設置される受変電機器に対

する静的水平加速度は,次のように表わされる｡

機器に加わる静的水平加速度=(地表面静的水一乍加速度)

×(建物の増幅率)×(装置の応答倍率)‥…･…‥‥‥‥……･(8)

ビルが高層(柔構造は除く)になればなるほど地表面に対する

振幅は大きくなるが,地震の振動数範囲が低いほうに偏るた

め,装置の応答倍率は小さくなる傾向にある｡

地表面静的水平加速度を0.3♂とすると,建物内(3階以+F‾)

では(建物の増幅率)×(配電盤類の応答倍率)は,従来の経験

から5倍程度となるので一般に機器に加わる静的水平加速度

は1.5打となる｡地震動での実際の建物の応答スペクトル例を

図10に紹介する｡本例でも振動数10Hz以上では,加速度,拡

幅共に小さくなっている｡

4.4 電気室内設置機器の強度4)

受変電機器の地震に対して構造上最も注意を要する部分

は,地震動により受ける力を支えるためにストレスの集中す

る基礎部の強度が問題になる｡地震動によF)配電機器が受け

る力は,転倒と滑動の二つが考えられ,いずれも地震動中の

水平震度が直接の原凶となる｡したがって,機器の基礎部の

耐震強度としては水平震度に十分耐える設計を行なう必要が

ある｡図11に示す受変電機器に地震動が加わったときに機器

がαを軸として転倒しない条件は次の(9)式で示される｡

ここに 〃:重心の高さ

Iy:総重量

月:重心線から据付ボルトまでの寸法

エ:据付ボルト間の寸法

打た:水平霞重力

p:据付ボルトに生ずる引張り力

次に,滑動作用により据付ボルトに加わる力p5はこ欠の(1q)式

によって求めることができる｡

p古=〟力Ⅳ-〃Ⅳ‥‥…･ ‥･(1¢)

ただし,〃はJ肇擦係数

ここで水平霞勤∬んは4.3耳iの(8)式で求められる値であり,建

物の地震動によりその人きさは変化する｡

4.5 動的解析例

4.5.1 三相一括形ガス絶縁開閉装置の計算例

図12は,立体骨組構造に模擬した計算モデルを作成して仙

有批動数を求め,その固有振動数でユニットを加如し変形状
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建物モデル 入力地震動

1.全重量(t)

2.固有周期(s)

75,000

0.18

0.08

0.05

5

花こう岩

1.波形

2.貴大加速度(Gal)

EICent｢0

(NS)1940

一次rl
二次712

三次r3

3.減衰定数(%)

4.支持地盤

100

床上1質点モデル

1.取付位置(図参照)

2.減衰定数(%)

‡2,♯5,♯6

0.5

図10 建物モデルによる地震動の応答スペクトルの例3〉 地震波

の振動数は,各高さ共に,l～了Hz程度が大きく増幅され,♯2の3】mでは,

6Hz付近で最大の振幅となっている｡柑Hz以上では小さくなっている｡
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態により各部の応力を求め,許谷んb力以下であることを確認

Lている｡なおこの有限要素法による動的解析精度は,汎用

的に用いられる÷縮小モデルユニットを製作し振動実験により

ノ検討した結果,85～135%の範囲にあることを確認Lている｡

4.5.2 閉鎖配電盤での例

図13のブロックスケルトンに示す閉鎖配電盤3面を列盤構

成とし,機器を実装した状態での共振試験及び加速度試験の

実施結果をホす｡共振試験では,左右方l｢-J(Ⅹ)で10Hz以上,

前後方向(Y)で12Hz以上の共粘周波数であることを確認して

いる｡表lにその結果を示す｡機器の応答倍率が高めに出て

いるのは正弦波連続試験のためであり.振動時間が長いため

大きくなったものである｡一般には振動時間は正弦波3披程

度であるため､応答倍率は表1のデータよりレトさくなる｡

加速度試験では,配電盤を加拙速度0.3ダ,周波数10Hzで

左ネ丁,前後方向に約10秒間加赦しながらしゃ断器の投入,引

外し動作を各2回行なって,継電器(誘導円板形)及びしゃ断

器の誤動作,不動作のないことを確認している｡

l

好ん什7

ヒ:

Ⅳ

P P

彬㍍ クク/

β

ククワイ

β
α桝

ナノ

図Il機器に作用する地震力

を示す｡

固有柘動数

9.5Hz

水平震度による機器基礎部の而オ震強度

最大変位7mm

最大応力5.2kg′cm2

本体ベース部

図ほ ガス絶縁変電所耐震強度計算例 この例では,最弱部での応力

は5.2kg/cm2<240kg/cm2であり,強度に対L十分な余裕をもっている｡
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盤名称 変圧器こ次 配電線 母線区分

注:略語説明

GPT(接地用変圧器)DS(新路器)CHd(ケーブルヘッド)

VCB(真空しゃ断器)CT(変流器)ZCT(零相用変涜器)

区l】3 フロックスケルトン 配電盤の内装機器を示す｡

王

母
線

補
助
母
線

表l 共才辰試験結果 配電盤3面を振動台で加娠L,加娠周波数をIHz

ずつ変化させて各点の応答倍率を測定し,共振周波数を求めたものである｡

盤名称 ン則 定 点

共振周三度数(Hz) 応 答 倍 率

左右方向 前後方向 左右方向 前後方向

(×) (Y) (×) (Y)

変圧器

2次

GPT自動連結部 IO 14 8.5 7,5

VCB導体嬢素売部 14 I6 3.3 9

配電線

母線

区分

フレーム上部 10 16 7.5 3

上段リレー(OCRy) l･2 8.8 10

下J蔓りレー(OCRy) ll 14 7.5 ll

可動盤表面

(下から200mm)
6 10

上段VCB本体上部 20 3 6.5

下段VCB本体上郡 15 2l l.5 5.8

補助母線区分DS ll 16 3.7 6.5

裏面扉上部 】3 5 7

B 結 言

ビル用受変電設備で,最近特に要求されるようになってきた

常住性向上のための騒音,振動,耐震などの問題を中心に解

説した｡これらの問題は機器単体の性能改善だけにとどまら

ず,建築物を含めて効率の良い解決を求める必要があるので､

設備の計画時点から十分に検討を要するものと考える｡
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